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平成２３年の相談・申告の受理状況の概要について 
 

福島労働局（局長 絹谷國雄
き ぬ や く に お

）は、福島県内９つの労働基準監督署における平成２３ 

年の相談・申告の受理状況の概要を以下のとおり取りまとめました。 

相談件数については、６年連続で増加しましたが、申告受理件数については２年連続

で減少しました。 

相談件数が増加した要因としては昨年３月１１日に発生した東日本大震災及び東京

電力福島第一原子力発電所の事故の影響により「賃金一般」、「解雇」、「時間外・休日労

働」に関する相談が「商業」、「保健衛生業」、「接客娯楽業」等のサービス業を中心に増

加したことが考えられます。 

福島労働局では、相談・申告に対し、引き続き迅速かつ的確に対応していくこととし

ています。 
 
 

１ 相談の状況 

相談件数は、６年連続で増加した。相談内容については、「労働条件関係の相

談」が増加し（２，５１４件増、前年比１６．１％増）、その中で大きな比重を

占めている「賃金一般」、「解雇」の相談が増加した。また、「時間外労働・休日

労働」に関する相談が大幅に増加した。 

業種別では、ほとんどの業種で増加もしくは横ばいの状況であったが、特に「製

造業」、「運輸交通業」、「商業」、「保健衛生業」、「接客娯楽業」で大幅に増加した。 

（１）相談件数（別紙１参照） 

労働基準監督署で対応した相談は２５，６８１件（相談回数：１６，２６０

回）(注１)で、前年より２３１８件増加した（対前年比９．９％増）。 

（２）相談内容別件数（別紙２参照） 

ア 相談内容別では、「労働条件関係の相談」が１８，１５０件（全体の７０．

７％）、「個別労働紛争関係」(注２)の相談が５，３３９件(同２０．８％)、「そ

の他の相談」（他官庁に関する相談など）が２，１９２件（同８．５％）で

あった。 

イ 「労働条件関係の相談」の相談内容別の内訳は、「賃金一般」に関する相

談が最も多く、４，５１２件(「労働条件関係の相談」の２４．９％)で、次

いで「時間外労働・休日労働」に関する相談が２，５６８件（同１４．１％）、

「解雇」に関する相談が２，４８８件（同１３．７％）の順となっており、

この３つで「労働条件関係の相談」の５割以上を占めた。 

中でも「賃金一般」に関する相談が６６３件増（対前年比１７．２％増）、

「時間外・休日労働」に関する相談が１，１３０件増（対前年比７８．６％

増）と大幅に増加した。 

（３）業種別件数（別紙２参照） 

ア 業種別では、「製造業」が最も多く、３，１５３件（全体の１２．３％）

で、次いで「商業」が２，７００件(同１０．５％)、「保健衛生業」が２，

４８２件（同９．７％）、「接客娯楽業」が２，２６１件（同８．８％）の順

となっている。 

イ 「労働条件関係の相談」の業種別の内訳は、「製造業」が最も多く、２，

 

 



２９９件（全体の１２．７％）で、次いで「商業」が１，８５４件（同１０．

２％）、「保健衛生業」が１，６９９件（同９．４％）、「接客娯楽業」が１，

６９２件（同９．３％）の順となっている。 

「製造業」が６８９件増（対前年比４２．８％増）、「保健衛生業」が４７

７件増（対前年比３９．０％増）、「商業」が４２７件増（対前年比２９．９％

増）、「接客娯楽業」が３７０件増（対前年比２８．０％増）となるなど大幅

に増加した。 

２ 申告(注３)の状況 

申告件数は、前年に比べ減少した。申告事項については、「賃金不払」、「解雇」

が合わせて全体の９割を占めた。 

（１）申告件数（家内労働法(注４)に関するものを除く）（別紙１参照） 

労働基準監督署で受理した申告は５９６件(注５)で、前年より３１件減少した

（対前年比４．９％減）。 

（２）申告事項別件数（家内労働法に関するものを除く）（別紙３参照） 

申告事項別では、「賃金不払」に関する申告が５０１件（全体の７２％）、「解

雇」に関する申告１２９件（同１８．５％）の順となっており、この２つで全

体の約９割を占めた。 

「賃金不払」に関する申告は１件増、「解雇」に関する申告は４件増と前年

からほぼ横ばいであった。 

（３）業種別件数（家内労働法に関するものを除く）（別紙３参照） 

業種別では、「接客娯楽業」が最も多く、１０８件（全体の１８．１％）で、

次いで「建設業」が１０７件（同１７．９％）、「商業」が９２件（同１５．４％）、

「製造業」が９１件（同１５．２％）、「運輸交通業」が６２件（同１０．４％）

の順となった。 

（４）家内労働法に関する申告の状況（別紙３参照） 

家内労働法に関する申告は２件で、前年より２件増加した。 
 

（注１）相談件数の総数については、１つの相談で複数の相談内容があった場合には相談内容毎に１件として計上

している。相談回数は、１つの相談で複数の相談内容があった場合でも１回として計上している。 
（注２）「個別労働紛争関係」の相談とは、労働基準法等の違反を伴わない解雇、労働条件の引下げ等のいわゆる

民事上の問題に関する相談をいう。 

（注３）「申告」とは、労働者等が賃金、労働時間など労働基準関係法令に違反する事実について、労働基準監督

機関に対し違反の是正を求め、同機関がこれを受理し、事業場に対して調査・指導等を行うものをいう。 

（注４）「家内労働法」とは、家内労働者（いわゆる内職者）に関する必要な事項（工賃の最低額、安全及び衛生

など）を定めて、家内労働者の労働条件の向上を図り、もって家内労働者の生活の安定に資することを目的

として制定された法律である。 

（注５）申告件数の総数については、１つの申告で複数の申告事項があった場合でも１件として計上している。 

 

 



別紙１

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

申告件数 644 623 692 694 727 704 716 795 627 596

相談件数 11,407 14,753 16,005 15,617 15,860 17,513 18,520 22,008 23,363 25,681 
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別紙２

相談内容

業種

賃
金
一
般

割
増
賃
金

退
職
金

解
雇

労
働
時
間
一
般

時
間
外
・
休
日
労
働

年
次
有
給
休
暇

就
業
規
則

女
性
・
年
少
者

最
低
賃
金

そ
の
他
労
働
基
準
法
等
の
相

談

小
 
 
 
 
計

労
働
条
件
関
係
の
相
談
に
お

け
る
割
合

（
％

）

製造業 474 183 79 301 153 396 184 73 10 69 377 2,299 12.7% 645 209 3,153 12.3%

鉱業 7 4 0 5 0 1 0 1 0 0 1 19 0.1% 5 2 26 0.1%

建設業 545 95 20 177 52 203 31 34 4 25 368 1,554 8.6% 322 190 2,066 8.0%

運輸交通業 323 107 16 186 59 186 100 36 1 64 229 1,307 7.2% 398 123 1,828 7.1%

貨物取扱業 27 4 1 10 3 21 5 3 0 0 15 89 0.5% 24 5 118 0.5%

農林業 31 3 1 15 13 15 2 7 1 8 32 128 0.7% 20 9 157 0.6%

畜産・水産業 14 3 2 18 1 4 5 2 0 1 17 67 0.4% 22 11 100 0.4%

商業 438 178 57 327 111 266 146 57 8 55 211 1,854 10.2% 649 197 2,700 10.5%

金融・広告業 37 15 7 30 13 43 6 8 1 2 32 194 1.1% 74 19 287 1.1%

映画・演劇業 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0.0% 2 1 6 0.0%

通信業 11 3 0 4 5 22 2 6 0 2 17 72 0.4% 32 6 110 0.4%

教育・研究業 37 8 6 31 16 22 18 5 4 1 24 172 0.9% 60 26 258 1.0%

保健衛生業 278 161 79 245 177 233 188 67 17 24 230 1,699 9.4% 592 191 2,482 9.7%

接客娯楽業 589 170 23 294 67 184 96 32 11 47 179 1,692 9.3% 446 123 2,261 8.8%

清掃業・と畜業 94 27 4 42 24 44 37 10 0 4 51 337 1.9% 144 29 510 2.0%

その他の業種 528 123 24 275 135 238 167 57 17 46 352 1,962 10.8% 632 318 2,912 11.3%

不明 1,076 321 106 528 316 690 572 177 41 98 777 4,702 25.9% 1,272 733 6,707 26.1%

相談計 4,512 1,405 425 2,488 1,145 2,568 1,559 575 115 446 2,912 18,150 100.0% 5,339 2,192 25,681 100.0%

全相談における割合（％） 17.6% 5.5% 1.7% 9.7% 4.5% 10.0% 6.1% 2.2% 0.4% 1.7% 11.3% 20.8% 8.5%

労働条件関係の相談におけ
る割合（％）

24.9% 7.7% 2.3% 13.7% 6.3% 14.1% 8.6% 3.2% 0.6% 2.5% 16.0% 100.0%

100.0%70.7%

業種別・相談内容別相談件数集計表（平成23年）
福島労働局
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紛
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計
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（
％
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別紙３

一
般

年
少
者

88 21 1 4 8 122 17.5% 91 15.3%

4 1 5 0.7% 4 0.7%

95 21 1 1 3 1 122 17.5% 107 18.0%

48 12 2 4 3 69 9.9% 62 10.4%

1 1 0.1% 1 0.2%

1 1 2 0.3% 2 0.3%

4 2 6 0.9% 5 0.8%

74 21 1 5 4 105 15.1% 92 15.4%

8 8 1.1% 9 1.5%

1 1 0.1% 1 0.2%

1 1 0.1% 1 0.2%

1 1 0.1% 2 0.3%

32 12 8 1 53 7.6% 43 7.2%

86 24 2 4 6 122 17.5% 108 18.1%

17 2 19 2.7% 17 2.9%

1 41 11 1 2 4 60 8.6% 51 8.6%

1 0 501 129 8 0 28 28 1 1 0 0 697 100.0% 596 100.0%

0.1% 0.0% 71.9% 18.5% 1.1% 0.0% 4.0% 4.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%

家
内
労
働
手
帳

工
賃
不
払

そ
の
他

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

機械（精密機械を除く）器具製造業 0

上記を除く一般機械器具製造業 0

1 1

0

0

1 1

0 2 0 2

業種別・申告事項別申告件数集計表（平成23年）
福島労働局

申告事項 労働基準法 最
低
賃
金
法

労働安全衛生法 じ
ん
肺
法

の
べ
件
数
計

業
種
別
の
割
合

（
％

）

実
件
数
計

業
種
別
の
割
合

（
％

）業　　種

均
等
待
遇

男
女
同
一
賃
金

賃
金
不
払

解
雇

通信業

貨物取扱業

農林業

畜産・水産業

商業

金融・広告業

映画・演劇業

そ
の
他

製造業

鉱業

建設業

運輸交通業

労働時間等 そ
の
他

安
全

衛
生

合
　
　
　
　
計

業　　種

教育・研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃業・と畜業

その他の業種

家内労働法

上記を除く化学工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

合　　　　計

申告事項別の割合（％）

申告事項

家具・装備品製造業

食料品製造業

繊維工業

衣服その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業

皮革・同製品製造業

100.0%

輸送用機械器具製造業

電気・ガス・水道業

その他の製造業

合　　　　計

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

一般機械
器具製造業

電気機械器具製造業

印刷・製本業

化
学
工
業

化学繊維製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業
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平成２２年の相談・申告の受理状況の概要について 
 

福島労働局（局長 絹谷國雄
き ぬ や く に お

）は、福島県内９つの労働基準監督署における平成２２ 

年の相談・申告の受理状況の概要を以下のとおり取りまとめました。 

相談件数については、平成１３年の統計開始以来最も多い件数であった昨年の件数を

上回った一方、申告件数については前年に比べ大幅に減少し、平成１３年以降３番目に

少ない件数となりました。 

相談件数が増加した要因の１つとして、昨年４月に時間外労働、割増賃金、年次有給

休暇に関し労働基準法が改正されたことに伴う「時間外・休日労働」、「労働時間一般」、

「年次有給休暇」、「割増賃金」に関する相談が増加したことが考えられます。一方、景

気低迷を背景として昨年増加した「賃金一般」、「解雇」等の相談は減少しました。 

福島労働局では、相談・申告に対し、引き続き迅速かつ的確に対応していくこととし

ています。 
 
 

１ 相談の状況 

相談件数は、平成１３年の統計開始以来最も多い件数であった前年の件数を上

回った。相談内容については、「労働条件関係の相談」が増加し（１，１６０件

増、前年比８．０％増）、その中で従来大きな比重をしめていた「賃金一般」、「解

雇」の相談が減少した一方、「時間外・休日労働」、「労働時間一般」、「年次有給

休暇」、「割増賃金」等の相談が増加した。業種別では、前年大幅に増加した「製

造業」に関する相談が減少し、「建設業」、「保健衛生業」に関する相談が増加し

た。 

（１）相談件数（別紙１参照） 

労働基準監督署で対応した相談は２３，３６３件（相談回数：１４，１３１

回）(注１)で、前年より１，３５５件増加した（対前年比６．２％増）。 

（２）相談内容別件数（別紙２参照） 

ア 相談内容別では、「労働条件関係の相談」が１５，６３６件（全体の６６．

９％）、「個別労働紛争関係」(注２)の相談が５，６５７件(同２４．２％)、「そ

の他の相談」（他官庁に関する相談など）が１，５７０件（同６．７％）、「各

種法令の届出、助成金の相談」が５００件(同２．１％)であった。 

イ 「労働条件関係の相談」の相談内容別の内訳は、「賃金一般」に関する相

談が最も多く、３，８４９件(「労働条件関係の相談」の２４．６％)で、次

いで「解雇」に関する相談が２，２６０件（同１４．５％）の順となってお

り、この２つで「労働条件関係の相談」の約４割を占めている。 

ただし、「賃金一般」に関する相談は１４件減（対前年比０．４％減）、「解

雇」に関する相談は３８０件減（対前年比１４．４％減）となり、「時間外・

休日労働」に関する相談が５１２件増（対前年比５５．３％増）、「労働時間

一般」に関する相談が３３０件増（対前年比３５．６％増）、「年次有給休暇」

に関する相談が１９８件増（対前年比１５．５％増）、「割増賃金」に関する

相談が１６５件増（対前年比１０．２％増）となっている。 

（３）業種別件数（別紙２参照） 

ア 業種別では、「製造業」が最も多く、２，４４７件（全体の１０．５％）

 

 



で、次いで「商業」が２，１８４件(同９．３％)、「その他の業種」が１，

９８３件（同８．５％）「保健衛生業」が１，９４４件（同８．３％）、「建

設業」が１，８８０件（同８．０％）の順となっている。 

イ 「労働条件関係の相談」の業種別の内訳は、「製造業」が最も多く、１，

６１０件（全体の１０．３％）で、次いで「商業」が１，４２７件(同９．

１％)、「建設業」が１，３７７件（同８．８％）、「接客娯楽業」が１，３２

２件（同８．５％）、「その他の業種」が１，２９６件（同８．３％）の順と

なっている。 

ただし、「製造業」は３０４件減（対前年比１５．９％減）となり、「建設

業」が２４９件増（対前年比２２．１％増）、「保健衛生業」が２３７件増（対

前年比２４．１％増）となっている。 

２ 申告(注３)の状況 

申告件数は、前年に比べ大幅に減少し、平成１３年以降３番目に少ない件数と

なった。申告事項については、「賃金不払」、「賃金」が合わせて全体の９割を占

めているが、いずれも減少した。業種別では、「製造業」が大幅に減少したほか、

「その他の事業」、「商業」、「建設業」等ほとんどの業種で減少した。 

（１）申告件数（家内労働法(注４)に関するものを除く）（別紙１参照） 

労働基準監督署で受理した申告は６２７件(注５)で、前年より１６８件減少し

た（対前年比２１.１％減）。 

（２）申告事項別件数（家内労働法に関するものを除く）（別紙３参照） 

申告事項別では、「賃金不払」に関する申告が５００件（全体の７１．４％）、

「解雇」に関する申告１２５件（同１７．９％）の順となっており、この２つ

で全体の約９割を占めている。 

ただし、「賃金不払」に関する申告は１０３件減（対前年比１７．１％減）、

「解雇」に関する申告は４６件減（対前年比２６．９％減）となっており、申

告事項で増加傾向のものは認められない。 

（３）業種別件数（家内労働法に関するものを除く）（別紙３参照） 

業種別では、「建設業」が最も多く、１３３件（全体の２１．２％）で、次

いで「接客娯楽業」が１２４件（同１９．８％）、「商業」が１０６件（同１６．

９％）、「製造業」が６６件（同１０．５％）、「運輸交通業」が５７件（同９．

１％）の順となっている。 

ただし、「建設業」が２６件減（対前年比１６．４％減）、「接客娯楽業」が

２件減（対前年比１．６％減）、「商業」が３３件減（対前年比２３．７％減）、

「製造業」が５２件減（対前年比４４．１％減）「運輸交通業」が１７件減（対

前年比２３．０％減）といずれも減少しており、「保健衛生業」が５件増（対前

年比１３．２％増）など一部の業種にのみ増加傾向が認められる。 

（４）家内労働法に関する申告の状況（別紙３参照） 

家内労働法に関する申告は０件で、前年より３件減少した。 
 

（注１）相談件数の総数については、１つの相談で複数の相談内容があった場合には相談内容毎に１件として計上

している。相談回数は、１つの相談で複数の相談内容があった場合でも１回として計上している。 
（注２）「個別労働紛争関係」の相談とは、労働基準法等の違反を伴わない解雇、労働条件の引下げ等のいわゆる

民事上の問題に関する相談をいう。 

（注３）「申告」とは、労働者等が賃金、労働時間など労働基準関係法令に違反する事実について、労働基準監督

機関に対し違反の是正を求め、同機関がこれを受理したものをいう。 

（注４）「家内労働法」とは、家内労働者（いわゆる内職者）に関する必要な事項（工賃の最低額、安全及び衛生

など）を定めて、家内労働者の労働条件の向上を図り、もって家内労働者の生活の安定に資することを目的

として制定された法律である。 

（注５）申告件数の総数については、１つの申告で複数の申告事項があった場合でも１件として計上している。 

 

 



H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

申告件数 601 644 623 692 694 727 704 716 795 627

相談件数 8,864 11,407 14,753 16,005 15,617 15,860 17,513 18,520 22,008 23,363 
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別紙２

相談内容

業種

賃
金
一
般

割
増
賃
金

退
職
金

解
雇

労
働
時
間
一
般

時
間
外
・
休
日
労
働

年
次
有
給
休
暇

就
業
規
則

女
性
・
年
少
者

最
低
賃
金

そ
の
他
労
働
基
準
法
等
の
相

談

小
 
 
 
 
計

労
働
条
件
関
係
の
相
談
に
お

け
る
割
合

（
％

）

製造業 300 238 51 254 128 210 95 56 8 42 228 1,610 10.3% 37 638 162 2,447 10.5%

鉱業 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 2 5 0.0% 0 3 1 9 0.0%

建設業 533 154 34 149 89 128 42 50 6 16 176 1,377 8.8% 64 309 130 1,880 8.0%

運輸交通業 272 117 14 161 126 92 68 26 0 27 86 989 6.3% 19 392 88 1,488 6.4%

貨物取扱業 78 33 3 30 30 32 19 12 0 6 23 266 1.7% 4 126 20 416 1.8%

農林業 33 9 1 15 9 12 2 5 0 2 12 100 0.6% 0 14 6 120 0.5%

畜産・水産業 8 3 0 4 4 2 3 0 0 1 5 30 0.2% 0 8 2 40 0.2%

商業 385 200 41 237 99 139 120 29 4 39 134 1,427 9.1% 19 633 105 2,184 9.3%

金融・広告業 47 18 4 27 15 18 16 14 0 11 19 189 1.2% 12 107 22 330 1.4%

映画・演劇業 5 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 6 0.0% 0 3 0 9 0.0%

通信業 9 8 1 9 8 4 4 3 0 1 18 65 0.4% 5 40 4 114 0.5%

教育・研究業 38 33 5 16 23 35 14 8 3 0 29 204 1.3% 10 79 14 307 1.3%

保健衛生業 204 121 43 180 151 106 161 60 10 24 162 1,222 7.8% 28 591 103 1,944 8.3%

接客娯楽業 449 182 7 194 88 126 71 21 9 52 123 1,322 8.5% 10 415 68 1,815 7.8%

清掃業・と畜業 51 17 2 18 17 10 15 5 1 6 17 159 1.0% 2 53 21 235 1.0%

その他の業種 315 131 13 198 115 103 118 29 8 23 243 1,296 8.3% 33 508 146 1,983 8.5%

不明 1,122 517 131 766 512 421 730 273 51 112 734 5,369 34.3% 257 1,738 678 8,042 34.4%

相談計 3,849 1,781 351 2,260 1,414 1,438 1,478 592 100 362 2,011 15,636 100.0% 500 5,657 1,570 23,363 100.0%

全相談における割合（％） 16.5% 7.6% 1.5% 9.7% 6.1% 6.2% 6.3% 2.5% 0.4% 1.5% 8.6% 2.1% 24.2% 6.7%

労働条件関係の相談におけ
る割合（％）

24.6% 11.4% 2.2% 14.5% 9.0% 9.2% 9.5% 3.8% 0.6% 2.3% 12.9% 100.0%

100.0%66.9%

業種別・相談内容別相談件数集計表（平成22年）
福島労働局

労働条件関係の相談 各
種
法
令
の
届
出

、
助
成
金
の

相
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個
別
労
働
紛
争
関
係

そ
の
他
の
相
談

合
 
 
計

全
相
談
に
お
け
る
割
合

（
％

）



別紙３

一
般

年
少
者

53 12 2 7 1 1 76 10.9% 66 10.5%

0 0.0% 0 0.0%

117 21 4 2 144 20.6% 133 21.2%

40 16 1 5 3 65 9.3% 57 9.1%

1 1 0.1% 1 0.2%

6 1 7 1.0% 7 1.1%

1 1 0.1% 1 0.2%

74 23 1 7 6 111 15.9% 106 16.9%

8 7 4 1 1 21 3.0% 16 2.6%

0 0.0% 0 0.0%

1 1 0.1% 1 0.2%

6 2 2 10 1.4% 9 1.4%

33 8 1 6 48 6.9% 43 6.9%

108 27 3 1 5 4 148 21.1% 124 19.8%

19 1 1 2 23 3.3% 19 3.0%

34 6 3 1 44 6.3% 44 7.0%

0 0 500 125 9 1 45 17 0 1 2 0 700 100.0% 627 100.0%

0.0% 0.0% 71.4% 17.9% 1.3% 0.1% 6.4% 2.4% 0.0% 0.1% 0.3% 0.0%

家
内
労
働
手
帳

工
賃
不
払

そ
の
他

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

機械（精密機械を除く）器具製造業 0

上記を除く一般機械器具製造業 0

0

0

0

0

0 0 0 0

100.0%

輸送用機械器具製造業

電気・ガス・水道業

その他の製造業

合　　　　計

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

一般機械
器具製造業

電気機械器具製造業

印刷・製本業

化
学
工
業

化学繊維製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

上記を除く化学工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

合　　　　計

申告事項別の割合（％）

申告事項

家具・装備品製造業

食料品製造業

繊維工業

衣服その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業

皮革・同製品製造業

合
　
　
　
　
計

業　　種

教育・研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃業・と畜業

その他の業種

家内労働法

そ
の
他

製造業

鉱業

建設業

運輸交通業

労働時間等 そ
の
他

安
全

衛
生

通信業

貨物取扱業

農林業

畜産・水産業

商業

金融・広告業

映画・演劇業

業種別・申告事項別申告件数集計表（平成22年）
福島労働局

申告事項 労働基準法 最
低
賃
金
法

労働安全衛生法 じ
ん
肺
法

の
べ
件
数
計

業
種
別
の
割
合

（
％

）

実
件
数
計

業
種
別
の
割
合

（
％

）業　　種

均
等
待
遇

男
女
同
一
賃
金

賃
金
不
払

解
雇
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